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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電動工具の工具本体に設けられる電動工具用トリガスイッチであって、
　引いて動かすことによりスイッチ本体に操作入力する引き操作部材と、該引き操作部材
の引き操作を規制あるいは許可するロック機構とを有し、
　前記ロック機構は、前記引き操作部材の引き操作を規制する規制状態と該引き操作部材
の引き操作を可能とする退避状態とに状態切替えされる規制部材を有し、
　前記引き操作部材は、引き操作をした場合に前記退避状態の前記規制部材を収容する空
間構造を有し、
　前記規制部材のうち前記空間構造の内周面に摺りながら接する箇所を摺接外周面と設定
し、
　前記空間構造のうち前記規制部材の前記摺接外周面が摺りながら接される箇所を摺接内
周面と設定し、
　前記摺接外周面と前記摺接内周面とのうちのいずれか一方もしくは両方には、一方から
他方に向かって凸をなす形状を有して摺りながら接する範囲を狭小に設定する凸形摺接部
が設けられている、ことを特徴とする電動工具用トリガスイッチ。
【請求項２】
　請求項１に記載の電動工具用トリガスイッチにおいて、
　前記凸形摺接部は、前記引き操作の方向と交差する方向で突き出される凸をなしている
、ことを特徴とする電動工具用トリガスイッチ。
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【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の電動工具用トリガスイッチにおいて、
　前記規制部材は、金属製である、ことを特徴とする電動工具用トリガスイッチ。
【請求項４】
　請求項３に記載の電動工具用トリガスイッチにおいて、
　前記規制部材は、プレス加工により成形される、ことを特徴とする電動工具用トリガス
イッチ。
                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電動工具の工具本体に設けられる電動工具用トリガスイッチに関し、詳しく
は、ツーアクション操作をするためのロック機構を有する電動工具用トリガスイッチに関
する。
【背景技術】
【０００２】
　電動工具として、例えば携帯式マルノコが知られている。このような携帯式マルノコは
、トリガスイッチが設けられている（例えば特許文献１または特許文献２参照）。トリガ
スイッチは、電気的接点を有するスイッチ本体と、指で引き操作をする引き操作部とを有
する。引き操作された引き操作部はスイッチ本体にオン入力してスイッチ本体は制御回路
にオン信号を送る。この引き操作部は工具グリップを握った握り手の指で引き操作可能に
設定されている。また、引き操作部から指を外すと、スイッチ本体自身が有するばね付勢
によりスイッチ本体は常態となる操作オフ位置（初期位置）に戻される。操作オフ位置に
戻されたスイッチ本体は制御回路にオン信号も送らず、電動工具としてはスイッチオフの
状態となる。なお、このような電動工具にあっては、制御回路を介さずにスイッチ本体の
みで単純に電流をオンオフするものとして構成されるものであってもよい。
【０００３】
　一方、トリガスイッチにあっては、引き操作部の引き操作を規制するロック機構が設け
られている。このロック機構は、トリガスイッチの引き操作とは異なるアクションとなる
押し操作（ロックオフ操作）を可能に構成される。すなわち、ロック機構は、引き操作部
に当たって引き操作を規制可能とする規制部材と、規制部材を規制可能とする位置に配置
するように付勢する付勢ばねと、押し操作によって規制部材を規制可能とする位置からト
リガスイッチの引き操作を可能とする退避された位置に切り替える押し操作部とを有する
。つまり、押し操作部が押された場合には引き操作部の引き操作の規制が解除され、引き
操作部の引き操作によりトリガスイッチにてオン入力することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】実開平０３－１３１０２９号公報
【特許文献２】実開平０１－１３７０２９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、退避された位置に位置する規制部材は、引き操作部に形成された逃げ空間（
内部空間）に入り込むことにより引き操作への当たりを避けている。この場合の規制部材
は、逃げ空間の内壁面に接してしまうものとなっている。具体的には、規制部材は、引き
操作部の引き操作時や戻り動作時に、逃げ空間の内壁面に摺りながら内壁面に対して相対
的に動く。このため、この内部壁面と規制部材との間には摺り摩擦が生じている。このよ
うな摩擦は、摩擦が生じる壁面同士の間に切り粉などの粉塵が入り込むと更に増大してし
まい易い。このように摩擦が増大してしまうと、引き操作部の引き操作や戻り動作が悪く
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なってしまう可能性があるため、このような摩擦をなるべく小さくしておきたい。
【０００６】
　本発明は、このような事情に鑑みなされたものであって、本発明が解決しようとする課
題は、ツーアクション操作をするためのロック機構を有する電動工具用トリガスイッチに
おいて、引き操作部の引き操作や戻り動作の良好性を向上させることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記した課題を解決するにあたって、本発明に係る電動工具用トリガスイッチは次の手
段をとる。すなわち、本発明の第１の発明に係る電動工具用トリガスイッチは、電動工具
の工具本体に設けられる電動工具用トリガスイッチであって、引いて動かすことによりス
イッチ本体に操作入力する引き操作部材と、該引き操作部材の引き操作を規制あるいは許
可するロック機構とを有し、前記ロック機構は、前記引き操作部材の引き操作を規制する
規制状態と該引き操作部材の引き操作を可能とする退避状態とに状態切替えされる規制部
材を有し、前記引き操作部は、引き操作をした場合に前記退避状態の前記規制部材を収容
する空間構造を有し、前記規制部材のうち前記空間構造の内周面に摺りながら接する箇所
を摺接外周面と設定し、前記空間構造のうち前記規制部材の前記摺接外周面が摺りながら
接される箇所を摺接内周面と設定し、前記摺接外周面と前記摺接内周面とのうちのいずれ
か一方もしくは両方には、前記摺接内周面に向かって凸をなす形状を有して摺りながら接
する範囲を狭小に設定する凸形摺接部が設けられている、ことを特徴とする。
【０００８】
　この第１の発明に係る電動工具用トリガスイッチによれば、凸形摺接部によって摺接外
周面と摺接内周面との間において摺りながら接する範囲を狭小にすることができる。これ
によって、切り粉などの粉塵が摺接外周面と摺接内周面との間に入り込むことがあったと
しても、この狭小な範囲によって粉塵を抜け出し易くして、摺接外周面と摺接内周面との
間の摩擦の増大を抑えることができる。したがって、この第１の発明に係る電動工具用ト
リガスイッチによれば、ツーアクション操作をするためのロック機構を有する電動工具用
トリガスイッチとしながら、引き操作部の引き操作や戻り動作の良好性を向上させること
ができる。
【０００９】
　第２の発明に係る電動工具用トリガスイッチは、前記第１の発明に係る電動工具用トリ
ガスイッチにおいて、前記凸形摺接部は、前記引き操作の方向と交差する方向で突き出さ
れる凸をなしている、ことを特徴とする。この第２の発明に係る電動工具用トリガスイッ
チによれば、摺りながら接し易い引き操作方向と交差する方向において凸形摺接部を設け
ることができる。これによって、摺りながら接し易い箇所に生ずる摩擦力を小さくするこ
とができる。
【００１０】
　第３の発明に係る電動工具用トリガスイッチは、前記第１または前記第２の発明に係る
電動工具用トリガスイッチにおいて、前記規制部材は金属製であることを特徴とする。こ
の第３の発明に係る電動工具用トリガスイッチによれば、規制部材は金属製であるので、
磨耗に有利に形成されることとなる。これによって、耐久性を高めた電動工具用トリガス
イッチとすることができる。
【００１１】
　第４の発明に係る電動工具用トリガスイッチは、前記第３の発明に係る電動工具用トリ
ガスイッチにおいて、前記規制部材はプレス加工により成形されることを特徴とする。こ
の第４の発明に係る電動工具用トリガスイッチによれば、規制部材はプレス加工により成
形されるので、簡単に凸形摺接部を設けることが可能となる。これによって、製造に有利
な電動工具用トリガスイッチとすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】携帯式マルノコを模式的に示す一部切欠き平面図である。
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【図２】図１の携帯式マルノコのハウジングの内部を模式的に示す平面図である。
【図３】規制状態のトリガスイッチを側面視した外観を示す平面図である。
【図４】図３のトリガスイッチを上面視した外観を示す平面図である。
【図５】退避状態のトリガスイッチを側面視した外観を示す平面図である。
【図６】図５のトリガスイッチを上面視した外観を示す平面図である。
【図７】収容状態のトリガスイッチを側面視した外観を示す平面図である。
【図８】図７のトリガスイッチを上面視した外観を示す平面図である。
【図９】図７における(IX)-(IX)断面矢視を示す引き操作部材の断面図である。
【図１０】変形例となる第２の実施の形態を示す断面図である。
【図１１】変形例となる第３の実施の形態を示す断面図である。
【図１２】変形例となる第４の実施の形態を示す断面図である。
【図１３】変形例となる第５の実施の形態を示す断面図である。
【図１４】変形例となる第６の実施の形態を示す断面図である。
【図１５】変形例となる第７の実施の形態を示す断面図である。
【図１６】変形例となる第８の実施の形態を示す断面図である。
【図１７】変形例となる第９の実施の形態を示す断面図である。
【図１８】変形例となる第１０の実施の形態を示す断面図である。
【図１９】変形例となる第１１の実施の形態を示す断面図である。
【図２０】変形例となる第１２の実施の形態を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
［第１の実施の形態］
　以下に、本発明に係る電動工具用トリガスイッチを実施するための各種の実施の形態に
ついて図面を参照しながら説明する。まず、第１の実施の形態について説明する。図１の
平面図は、携帯式マルノコ１０を模式的に示すものであり、電源コード２９の配設箇所を
一部切り欠いて示している。図２の平面図は、図１の携帯式マルノコ１０の内部を模式的
に示すものである。なお、この携帯式マルノコ１０を説明するにあたっては、切断材の切
断進行方向に基づいて規定される前後上下左右の方向を利用して説明する。図１および図
２に示す携帯式マルノコ１０は、本発明に係る電動工具に相当し、電力源としてＡＣ電源
が利用されている。この携帯式マルノコ１０は、不図示のブレードが鋸刃として取り付け
られる。この携帯式マルノコ１０は、不図示の切断材の材面上に載置されて材面上を滑ら
せるようにして切断材を切断する切断機として利用される。この携帯式マルノコ１０は、
概略、ブレードが取り付けられる工具本体１１と、切断材の材面上に載置されるベース２
７とを備える。工具本体１１は、概略、切断機として駆動するための機能を有する駆動部
１３と、工具使用者が操作するための機能を有するハンドル部２１とを備える。
【００１４】
　駆動部１３は、概略、電動モータ１５と、減速ギヤユニット（不図示）とを備える。電
動モータ１５および減速ギヤユニットは、金属製のモータハウジング１３０にて支持され
ている。モータハウジング１３０の内部には、電動モータ１５が装置されている。この電
動モータ１５は、所謂ブラシモータにて構成される。図２に示すように、電動モータ１５
は、モータハウジング１３０に支持されるフィールド１５１と、モータ軸１５５に取り付
けられるアーマチュア１５２とを有する。フィールド１５１は、電線が巻回されたコイル
（不図示）を有して形成されてモータハウジング１３０に支持されている。アーマチュア
１５２は、永久磁石を有して形成されてモータ軸１５５に支持されている。モータ軸１５
５は、適宜のベアリング（不図示）を介してモータハウジング１３０に支持されている。
【００１５】
　減速ギヤユニットは、図１に示すブレードが取り付けられる出力軸１８と、この出力軸
１８に支持される減速ギヤ（不図示）とを有する。出力軸１８は、適宜のベアリング（不
図示）を介してモータハウジング１３０に支持されている。減速ギヤは、モータ軸１５５
に取り付けられたギヤと噛合する。このようにして、回転駆動するモータ軸１５５の回転
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駆動力は、減速ギヤにより減速されて出力軸１８を回転駆動させる。この出力軸１８の一
部は、外部に露出されている。出力軸１８には、ブレード（不図示）が取り付け可能にさ
れている。このブレードが取付けられる出力軸１８の外周には、ブレードケース２０が設
けられている。このブレードケース２０は、モータハウジング１３０に一体に結合されて
いる。
【００１６】
　ハンドル部２１は、概略、メインハンドル部２３と、サブグリップ部２５とを備える。
このメインハンドル部２３は、ループ形状をなす樹脂製のハンドルハウジング２３０によ
り形成されている。メインハンドル部２３は、駆動部１３に対して相対的に上側かつ後側
に配置されている。すなわち、ハンドルハウジング２３０は、メインハンドル部２３を形
成するにあたって、上側連接部２３１および後側連接部２３５によりモータハウジング１
３０に連接支持されている。上側連接部２３１は、モータハウジング１３０に対して相対
的に上側配置される。後側連接部２３５は、モータハウジング１３０に対して相対的に後
側配置される。このため、メインハンドル部２３は、出力軸１８よりも相対的に後側に配
置されている。このメインハンドル部２３は、前から後に向かうにしたがって下側に向い
て傾斜するように設けられている。このようなメインハンドル部２３の傾斜は、工具使用
者が携帯式マルノコ１０を使用するにあたって、この携帯式マルノコを前側に向けて押し
易くする。なお、メインハンドル部２３は、本発明に係る本体ハンドルに相当する。
【００１７】
　これに対して、メインハンドル部２３の前側には、サブグリップ部２５が設けられてい
る。このサブグリップ部２５は、出力軸１８に取り付けられたブレードを下側の切断材に
向けて押え付けるためのものである。このため、サブグリップ部２５は、出力軸１８より
も相対的に前側に配置され、下側に押し付け易い形状が選択されている。このサブグリッ
プ部２５も、メインハンドル部２３と同様に、樹脂製のグリップハウジング２５０により
形成されている。このサブグリップ部２５も、モータハウジング１３０に連接支持されて
いる。なお、ハンドルハウジング２３０の最後部には、電源コード２９が引き出されてい
る。この電源コードは、家庭用電源コンセント（ＡＣ電源）に接続されるものである。こ
の電源コード２９は、次に説明するトリガスイッチ３０に電気的に接続されている。
【００１８】
　このメインハンドル部２３の上部には、後述するトリガスイッチ３０が取り付けられて
いる。このトリガスイッチ３０は、工具使用者がメインハンドル部２３を手で握った状態
でも引き操作することができるようにハンドルハウジング２３０に取り付けられている。
より詳しく言えば、トリガスイッチ３０は、ハンドルハウジング２３０のうち、工具使用
者がメインハンドル部２３を手で握った際の握った手の人差指の対面位置に配置されてい
る。このため、引き操作されるトリガスイッチ３０の引き操作部材３３は、ハンドルハウ
ジング２３０のループ形状の内周側に突き出されるように配置されている。
【００１９】
　次に、このトリガスイッチ３０について説明する。図３の平面図は、規制状態のトリガ
スイッチ３０を側面視した外観を示している。図４の平面図は、図３のトリガスイッチ３
０を上面視した外観を示している。図５の平面図は、退避状態のトリガスイッチ３０を側
面視した外観を示している。図６の平面図は、図５のトリガスイッチ３０を上面視した外
観を示している。図７の平面図は、収容状態のトリガスイッチ３０を側面視した外観を示
している。図８の平面図は、図７のトリガスイッチ３０を上面視した外観を示している。
図９の断面図は、引き操作部材３３の断面図であり、図７における(IX)-(IX)断面矢視を
示している。
【００２０】
　なお、このトリガスイッチ３０を説明するにあたっては、トリガスイッチ３０の引き操
作に基づいて規定される前後上下左右の方向を利用して説明する。ちなみに、このトリガ
スイッチ３０を説明するにあたっての前後上下左右の方向と、上記した携帯式マルノコ１
０を説明するにあたっての前後上下左右の方向とは、メインハンドル部２３が有する前後
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方向の傾斜角度分だけずらされる前後上下方向として規定されている。また、図３および
図４に示すトリガスイッチ３０（Ｔ１）の状態が、引き操作が不可とされるロックの状態
である。この状態では、後に詳述する規制部材６１は規制状態となっている。また、図５
および図６に示すトリガスイッチ３０（Ｔ２）の状態が、引き操作が可能とされるロック
オフの状態（退避状態）である。この状態では、規制部材６１は退避状態となっている。
また、図７および図８に示すトリガスイッチ３０（Ｔ３）の状態が、引き操作された状態
である。この状態では、規制部材６１は収容状態となっている。
【００２１】
　図３～図８に示すトリガスイッチ３０は、上記した携帯式マルノコ１０の工具本体１１
に設けられる操作スイッチである。このトリガスイッチ３０は、スイッチをオンにするに
あたって２つの異なる操作アクションを順次行うことにより操作可能となる所謂ツーアク
ション操作のスイッチとなっている。このトリガスイッチ３０にあっては、このようなツ
ーアクション操作のスイッチとするために、通常のトリガスイッチの構成に加えてロック
機構４０が設けられる構成となっている。すなわち、トリガスイッチ３０は、概略、トリ
ガスイッチ本体３１と、トリガスイッチ本体３１に関する操作の規制をするロック機構４
０とを備える。トリガスイッチ本体３１のみの構成については、通常のワンアクション操
作のトリガスイッチと略同様に構成される。このトリガスイッチ本体３１は、概略、スイ
ッチ本体３２と、引き操作部材３３とを備える。このスイッチ本体３２は、外装をなすス
イッチハウジング３２０を備える。このスイッチハウジング３２０の内部には、通常のス
イッチと同様に電気的接点（不図示）が設けられていると共に、この電気的接点を開状態
とするための内部付勢ばね（不図示）が設けられている。
【００２２】
　スイッチ本体３２の電気的接点は、次に説明する引き操作部材３３による引き操作が無
い限り、この内部付勢ばねの付勢力により開状態とされる常態維持がなされている。逆に
、この内部付勢ばねの付勢力に抗して引き操作部材３３による引き操作がされると、この
スイッチ本体３２の電気的接点は閉状態とされる。なお、電気的接点が閉状態となると、
モータ軸１５５を回転駆動させるように電動モータ１５に電力供給する。逆に、電気的接
点が開状態となると、電動モータ１５の電力供給をオフとして、モータ軸１５５を回転駆
動は止まることとなる。
【００２３】
　引き操作部材３３は、引いて動かすことによりスイッチ本体３２の電気的接点を閉状態
とする操作入力をする操作入力部材である。ちなみに、この電気的接点を閉状態とする操
作入力は、スイッチ本体３２の内部付勢ばねの付勢力に抗して引き操作部材３３を引き操
作することによりなされる。引き操作部材３３は、工具使用者がメインハンドル部２３を
手で握った状態で、このメインハンドル部２３を握った状態の手の人差し指あるいは中指
で引き操作が可能に構成されている。この引き操作部材３３は、概略、操作体３５と、架
状部３７とを備える。操作体３５は、工具使用者が引いて動かせるように外部に露出され
る箇所として設定される。この操作体３５は、図示されるように略矩形に形成される。こ
の操作体３５の前側外周面となる指掛かり部３５１は、適宜に丸みを帯びる凹形状を有し
て形成される。この指掛かり部３５１は、メインハンドル部２３を握った状態の手の人差
し指あるいは中指で引き操作をし易くされている。
【００２４】
　操作体３５の後部には、架状部３７が連接されている。この架状部３７は、操作体３５
に一体にされて、スイッチ本体３２の内部に入り込んでいる。このスイッチ本体３２の内
部に入り込んでいる架状部３７の後端部分は、スイッチ本体３２に内蔵される電気的接点
に作用するように構成されている。すなわち、操作体３５を引き操作した場合には、架状
部３７は電気的接点を閉状態とするように作用するようになっている。また、操作体３５
を引き操作していない場合には、架状部３７は、スイッチ本体３２の内部付勢ばねの付勢
力を受けてスイッチ本体３２の内部から前側に出た初期状態に戻る。このため、スイッチ
本体３２に内蔵される電気的接点は開状態となる。
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【００２５】
　このトリガスイッチ３０には、上記した引き操作部材３３の引き操作を規制あるいは許
可するロック機構４０が設けられている。このロック機構４０は、上記したワンアクショ
ン操作のトリガスイッチ本体３１にツーアクション操作を加える機構である。すなわち、
ロック機構４０は、この引き操作部材３３の引き操作の規制あるいは許可をする機能を有
する。このロック機構４０は、概略、押込み操作部４１とロック作用部５１とを備える。
押込み操作部４１は、トリガスイッチ本体３１の操作体３５と同様、外部に露出して操作
可能に構成されている。押込み操作部４１は、概略、操作体４２と、コイルばね４７と、
キャップカバー４８とを備える。操作体４２は、ツーアクション操作のために工具操作者
の押込み操作を受ける部材である。この操作体４２は、工具使用者がメインハンドル部２
３を手で握った状態で、このメインハンドル部２３を握った状態の手の親指で押込み操作
が可能にされている。この操作体４２は、左側から右側へ押し込む操作ができるようにス
イッチハウジング３２０に支持されている。なお、スイッチハウジング３２０は、この操
作体４２を支持するにあたって、適宜に貫通された貫通部３２５が設けられている。
【００２６】
　操作体４２は、図４、図６、図８に示すように、スイッチハウジング３２０から左側外
部に突出される操作軸４３と、操作軸４３と一体にされロック作用部５１に作用する鉤形
部４５とを備える。操作軸４３は、スイッチハウジング３２０から左側に突き出される軸
形をなしている。この操作軸４３の一側となる内部側は、スイッチハウジング３２０の貫
通部３２５内に入り込んでいる。この操作軸４３の他側となる外部側は、スイッチハウジ
ング３２０の貫通部３２５から外部側に突き出されている。この操作軸４３の外部端には
、キャップカバー４８が被せられている。このキャップカバー４８は、親指による押込み
操作時の指当たりを良好にする。貫通部３２５内に入り込んだ操作軸４３の内部端は、鉤
型をなすように折れ曲がる鉤形部４５と連接している。このため、鉤形部４５は、図４、
図６、図８に示すように、操作軸４３の左右方向の動きと一体に動くようになっている。
折れ曲がった鉤形部４５は、後に説明する規制部材６１の係止凹部６９に掛止されている
。このため、鉤形部４５は、図４、図６、図８を比較して分かるように、操作軸４３の左
右方向の動きと一体で規制部材６１も動くようになっている。
【００２７】
　また、操作軸４３の外部露出部分には、コイルばね４７が取り付けられている。このコ
イルばね４７は、押込み操作部４１を押込み前の初期位置に戻す付勢ばねである。このコ
イルばね４７は、一端となる左端がスイッチハウジング３２０に固定されるフランジ体３
２７に当接されており、他端となる右端がキャップカバー４８の内部壁４８７に当接され
ている。このようにして、キャップカバー４８と一体になる操作軸４３は、常時左側に向
けて付勢されている。なお、このコイルばね４７は、押込み操作部４１を押込み前の初期
位置に戻すことにより、次に説明する規制部材６１を規制状態に配置させるようにする。
つまり、このコイルばね４７は、規制部材６１を規制状態とするように規制部材６１を連
動させる操作体４２を左側に向けて付勢していることとなる。
【００２８】
　次に、ロック作用部５１について説明する。ロック作用部５１は、上記した押込み操作
部４１により操作されて引き操作部材３３の引き操作を規制したり許可したりする。ロッ
ク作用部５１は、概略、空間構造部５２と規制部材６１とを備える。空間構造部５２は、
引き操作部材３３に収容空間Ｓを形成するための周囲壁として形成される。この空間構造
部５２により形成される収容空間Ｓは、トリガスイッチ３０を引き操作をした場合の、退
避状態の規制部材６１を収容可能とする空間構造として設けられる。この空間構造部５２
は、引き操作部材３３の上部に略矩形の切欠き部５３（収容空間Ｓ）を設けることにより
形成されている。この切欠き部５３は、引き操作部材３３の引き操作方向に延びる形状を
有する。また、この切欠き部５３が切り欠かれる上下方向の高さは、次に説明する規制部
材６１の厚み以上の高さ（長さ）を有している。
【００２９】
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　具体的には、空間構造部５２は、切欠き部５３により空間周縁部５４を有する。この空
間周縁部５４は、引き操作部材３３の前面および側面と面一に連なるように、切欠き部５
３に対して前側左側右側を囲うように設けられている。この空間周縁部５４は、切欠き部
５３の内部面５３１（収容空間Ｓの底面）よりも一段上側に突き出された形状を有する。
この空間周縁部５４の後部は、切欠き部５３の内部面５３１と面一にされた収容開口部５
５が設けられている。このため、空間構造部５２の内部面５３１は、上記した架状部３７
の上面３７１と面一に連なるものとなっている。この収容開口部５５は、規制部材６１を
入り込ませることが可能な開口形状を有している。規制部材６１は、架状部３７の上面３
７１を摺接しながら収容開口部５５から空間構造部５２による収容空間Ｓに入り込ませる
ことができて、この収容空間Ｓに規制部材６１を収容させておくことができる。
【００３０】
　空間構造部５２の略中央箇所には、リベット部材５７が取り付けられている。このリベ
ット部材５７は、図９に示すように、軸部５７１と、掛止フック部５７３と、抜け止め鍔
部５７５とを有する。軸部５７１は、上下方向に延びるように設定される。この軸部５７
１は、規制部材６１に設けられるガイド長孔６３内を移動可能に遊嵌される。この軸部５
７１の下端部には、掛止フック部５７３が設けられている。掛止フック部５７３は、空間
構造部５２に設けられる掛止孔５８に軸部５７１を留めておく。抜け止め鍔部５７５は、
ガイド長孔６３の溝幅より長い直径をなす円形平板形に形成されている。このため、この
抜け止め鍔部５７５は、ガイド長孔６３に遊嵌した軸部５７１の抜けを規制する。
【００３１】
　ここで、空間周縁部５４の後端の左側部分は、次に説明する規制部材６１を係止させる
係止端部５６として設定されている。この係止端部５６は、図４、図６、図８に示すよう
に、規制部材６１に設定される段差凸部６６の段差面６６１を係止させる形状が選択され
ている。具体的には、係止端部５６の端面は、内側（右側）から外側（左側）に向かうに
したがって前側に向かって傾斜する端面形状を有する。なお、この係止端部５６に当接す
る規制部材６１の段差面６６１は、この傾斜する端面形状により係止端部５６から外側（
左側）へ向けた抗力を受けることとなる。このため、係止端部５６の当接する段差面６６
１の係止は、係止端部５６に対しての段差面６６１の当接する力が高まるにしたがって、
より強固に係止するようになっている。なお、この空間周縁部５４の内周面５４０のうち
左右両側の内周面５４０は、次に説明する規制部材６１の摺接外周面７０を摺りながら接
する箇所となっている。この左右両側の内周面５４０は、後に詳述する摺接内周面８０と
して設定される。
【００３２】
　規制部材６１について説明する。この規制部材６１は、プレス加工により成形される金
属製の部材となっている。また、この規制部材６１は、図３および図４に示す規制状態（
Ｔ１）と、図５および図６に示す退避状態（Ｔ２）とに状態切替可能にされる。なお、規
制状態（Ｔ１）の規制部材６１は引き操作部材３３の引き操作を規制し、退避状態（Ｔ２
）の規制部材６１は引き操作部材３３の引き操作を可能（許可）とする。この規制部材６
１は、略矩形をなしている。この規制部材６１は、引き操作部材３３の引き操作方向と一
致する前後方向に延びている。ガイド長孔６３は、引き操作部材３３の引き操作方向（前
後方向）に延びている長孔として規制部材６１の略中央に設けられている。このガイド長
孔６３には、上記したようにリベット部材５７の軸部５７１が遊嵌される。規制部材６１
の後部には、係止凹部６９が設けられている。この係止凹部６９は、上記した押込み操作
部４１の鉤形部４５が差し込まれて係止される。
【００３３】
　この規制部材６１の外周面６１０の左側箇所には、段差凸部６６が設けられている。こ
の段差凸部６６は、外周面６１０から左側に突き出されるようにして設けられている。こ
の段差凸部６６の前面は、段差面６６１として設定されている。この段差面６６１は、規
制部材６１が規制状態（Ｔ１）となっている場合に、上記したように空間周縁部５４の後
端の係止端部５６に当接する。この段差面６６１は、係止端部５６に対応した形状が選択
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されている。すなわち、段差面６６１は、係止端部５６と面当接可能な形状が選択されて
いる。具体的には、段差凸部６６も、係止端部５６と同様、内側（右側）から外側（左側
）に向かうにしたがって前側に向かって傾斜する端面形状を有する。このため、この段差
凸部６６の段差面６６１と、空間周縁部５４の係止端部５６とは、互いに傾斜する面同士
で面当接する。つまり、係止端部５６の当接する段差面６６１の係止は、上記したように
互いの当接する力が高まるにしたがってより強固に係止する。
【００３４】
　図５および図６に示す規制部材６１は退避状態（Ｔ２）においては引き操作部材３３を
引き操作することが可能である。また、図７および図８に示す規制部材６１の収容状態で
は、引き操作された引き操作部材３３（Ｔ３）を初期状態に戻すように引き操作部材３３
（Ｔ２）を作用させることも可能である。これら引き操作部材３３の引き操作状態（Ｔ３
）と引き操作部材３３の初期状態（Ｔ２）戻し操作との相互の往復移動の間では、規制部
材の外周面６１０は空間周縁部５４（空間構造部５２）の内周面５４０に対して摺りなが
ら接するようになっている。すなわち、規制部材６１の外周面６１０には、空間周縁部５
４（空間構造部５２）の摺接内周面８０に対して摺りながら接する摺接外周面７０が設け
られている。この摺接外周面７０は、右左の両側の外周面６１０に設定されている。具体
的には、規制部材６１の外周面６１０のうち右側に向く面の全周についてを、右側摺接外
周面７１として設定している。また、規制部材６１の外周面６１０のうち段差凸部６６に
関しての外周面６１０についてを、左側摺接外周面７５として設定している。これら右側
摺接外周面７１と左側摺接外周面７５とは、上記した空間周縁部５４（空間構造部５２）
の摺接内周面８０に対して摺りながら接するようになっている。
【００３５】
　第１の実施の形態の右側摺接外周面７１と左側摺接外周面７５とには、右側凸形摺接部
７２と左側凸形摺接部７６が設けられている。これら右側凸形摺接部７２と左側凸形摺接
部７６は、摺接内周面８０に向かって凸をなすように形成されている。このため、これら
右側凸形摺接部７２と左側凸形摺接部７６は、摺接内周面８０に対して互いの摺接箇所の
範囲が狭小なものとなっている。これら右側凸形摺接部７２と左側凸形摺接部７６は、引
き操作部材３３の引き操作の方向となる前後方向と交差する左右方向で突き出される凸を
なしている。また、これら右側凸形摺接部７２と左側凸形摺接部７６は、上記したメイン
ハンドル部２３が延在する方向と交差する方向で突き出される凸をなしている。
【００３６】
　具体的には、右側摺接外周面７１に設けられる右側凸形摺接部７２は、図９に示すよう
に断面視外側（右側）に尖った凸をなす右接触端部７３を有して形成されている。この尖
った右接触端部７３は、平らな摺接内周面８０に対して狭小な接触範囲で接触するように
なっている。このように尖った右接触端部７３は、前後方向で延びる線条をなしている。
また、左側摺接外周面７５に設けられる左側凸形摺接部７６も、図９に示すように断面視
外側（左側）に尖った凸をなす左接触端部７７を有して形成されている。この尖った左接
触端部７７も、平らな摺接内周面８０に対して狭小な接触範囲で接触するようになってい
る。このように尖った左接触端部７７も、前後方向で延びる線条をなしている。なお、こ
の第１の実施の形態の摺接内周面８０は、上下前後方向で平らに延びる平面形状をなして
いる。
【００３７】
　これら尖った右接触端部７３と左接触端部７７とは、上下前後方向で平らに延びて平面
形状をなす摺接内周面８０に対して、面で接触するのではなく線で接触するようになって
いる。このため、図５および図６に示す退避状態（Ｔ２）に規制部材６１が状態切替され
、図７および図８に示す収容状態（Ｔ３）に規制部材６１が空間周縁部５４（空間構造部
５２）に対して相対的に移動する場合には、次のような摺接軌跡となる、すなわち、これ
ら尖った右接触端部７３と左接触端部７７との摺接内周面８０に対する相対的な移動軌跡
は、線接触を移動させた軌跡となって狭小の接触範囲の接触軌跡とすることができる。な
お、線条をなす右接触端部７３と左接触端部７７とは、線条が適宜に分割されてより接触
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範囲が小さくされるように設定されるものであってもよい。
【００３８】
　上記した第１の実施の形態のトリガスイッチ３０によれば次のように作動する。すなわ
ち、図３および図４に示す状態では、規制部材６１が規制状態（Ｔ１）となっている。こ
の場合、引き操作部材３３を引き操作しようとすると、規制部材６１の段差面６６１が引
き操作部材３３の係止端部５６と面当接する。つまり、引き操作部材３３は引き操作する
ことができずにロックされた状態となっている。ここで、ロック機構４０の押込み操作部
４１を押込み操作をすると、図５および図６に示す状態の規制部材６１が退避状態（Ｔ２
）にされる。この場合、規制部材６１の段差面６６１が引き操作部材３３の係止端部５６
と当接することが無いので、引き操作部材３３を引き操作することが可能である。つまり
、引き操作部材３３は引き操作することができるロックオフされた状態となっている。こ
こで、引き操作部材３３を引き操作すると、図７および図８に示す状態の規制部材６１が
収容空間Ｓに収容されて収容状態（Ｔ３）にされる。なお、押込み操作部４１の押込み操
作と引き操作部材３３の引き操作との両方を止めると、上記したコイルばね４７やトリガ
スイッチ３１の内部付勢ばねによる付勢力を受ける。そうすると、収容空間Ｓに収容され
ていた規制部材６１は収容空間Ｓから出されて図３および図４に示す規制状態（Ｔ１）に
戻るように戻し操作される。
【００３９】
　上記した第１の実施の形態のトリガスイッチ３０によれば、次のような作用効果を奏す
ることができる。すなわち、上記したトリガスイッチ３０によれば、引き操作部材３３を
引き操作あるいは戻し操作するに際して右側凸形摺接部７２および左側凸形摺接部７６に
よって摺接外周面７０と摺接内周面８０との間の摺接範囲を狭小にすることができる。こ
れによって、切り粉などの粉塵が摺接外周面７０と摺接内周面８０との間に入り込むこと
があったとしても、この狭小な範囲によって粉塵を抜け出し易くして、摺接外周面７０と
摺接内周面８０との間の摩擦の増大を抑えることができる。したがって、上記したトリガ
スイッチ３０によれば、ツーアクション操作をするためのロック機構４０を有するトリガ
スイッチ３０としながら、引き操作部材３３の引き操作や戻り動作の良好性を向上させる
ことができる。また、上記したトリガスイッチ３０によれば、摺りながら接し易い引き操
作方向と交差する方向において右側凸形摺接部７２および左側凸形摺接部７６を設けるこ
とができる。これによって、摺接し易い箇所に生ずる摩擦力を小さくすることができる。
また、上記したトリガスイッチ３０によれば、規制部材６１は金属製であるので磨耗に有
利に形成されて耐久性を高めたトリガスイッチ３０とすることができる。また、上記した
トリガスイッチ３０によれば、規制部材６１はプレス加工により成形されるので、簡単に
右側凸形摺接部７２および左側凸形摺接部７６を設けることが可能となる。これによって
、製造に有利なトリガスイッチ３０とすることができる。
【００４０】
［第２の実施の形態］
　これ以降、上記した第１の実施の形態のトリガスイッチ３０についての各種の変形例を
説明する。なお、これ以降に説明する各種の変形例は、上記した第１の実施の形態の摺接
外周面７０および摺接内周面８０に関しての変形例である。このため、これ以降に説明す
る各種の変形例については、上記した第１の実施の形態にて参照した図９に相当する図面
を参照しながら説明する。なお、摺接外周面７０および摺接内周面８０以外の箇所につい
ては、上記した第１の実施の形態のトリガスイッチ３０と同様に構成されるものとなって
いる。このため、これ以降の実施の形態の説明では、第１の実施の形態の説明の際に付し
た符号を流用して説明を省略するものとする。すなわち、図１０の断面図にて示すトリガ
スイッチ３０Ａは、第１の実施の形態の変形例となる第２の実施の形態を示している。
【００４１】
　第２の実施の形態のトリガスイッチ３０Ａは、本発明に係る凸形摺接部が摺接外周面７
０ではなく摺接内周面８０に設けられている。図１０に示すように、右側摺接内周面８１
と左側摺接内周面８５とには、右側凸形摺接部８２Ａと左側凸形摺接部８６Ａが設けられ
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ている。これら右側凸形摺接部８２Ａと左側凸形摺接部８６Ａは、摺接外周面７０に向か
って凸をなすように形成されている。このため、これら右側凸形摺接部８２Ａと左側凸形
摺接部８６Ａは、摺接外周面７０に対して互いの摺接箇所の範囲が狭小なものとなってい
る。これら右側凸形摺接部８２Ａと左側凸形摺接部８６Ａは、引き操作部材３３の引き操
作の方向となる前後方向と交差する左右方向で突き出される凸をなしている。また、これ
ら右側凸形摺接部８２Ａと左側凸形摺接部８６Ａは、上記したメインハンドル部２３が延
在する方向と交差する方向で突き出される凸をなしている。
【００４２】
　具体的には、右側摺接内周面８１に設けられる右側凸形摺接部８２Ａは、図１０に示す
ように断面視内側（左側）に尖った凸をなす右接触端部８３Ａを有して形成されている。
この尖った右接触端部８３Ａも、平らな摺接外周面７０に対して狭小な接触範囲で接触す
るようになっている。このように尖った右接触端部８３Ａは、前後方向で延びる線条をな
している。また、左側摺接内周面８５に設けられる左側凸形摺接部８６Ａも、図１０に示
すように断面視右側に尖った凸をなす左接触端部８７Ａを有して形成されている。この尖
った左接触端部８７Ａも、平らな摺接外周面７０に対して狭小な接触範囲で接触するよう
になっている。このように尖った左接触端部８７Ａも、前後方向で延びる線条をなしてい
る。なお、この第２の実施の形態の摺接外周面７０は、上下前後方向で平らに延びる平面
形状をなしている。
【００４３】
　これら尖った右接触端部８３Ａと左接触端部８７Ａとは、上下前後方向で平らに延びて
平面形状をなす摺接外周面７０に対して、面で接触するのではなく線で接触するようにな
っている。このため、これら尖った右接触端部８３Ａと左接触端部８７Ａとの摺接外周面
７０に対する相対的な移動軌跡は、線接触を移動させた軌跡となって狭小の接触範囲の接
触軌跡とすることができる。なお、線条をなす右接触端部８３Ａと左接触端部８７Ａとは
、線条が適宜に分割されてより接触範囲が小さくされるように設定されるものであっても
よい。なお、このように構成される第２の実施の形態のトリガスイッチ３０Ａにあっては
、引き操作部材３３に対して操作体３５に設けられることによる点で有利である。このほ
か、このように構成される第２の実施の形態のトリガスイッチ３０Ａにあっても、上記し
た第１の実施の形態のトリガスイッチ３０と同様の略作用効果を奏することができる。
【００４４】
［第３の実施の形態］
　図１１の断面図にて示すトリガスイッチ３０Ｂは、第１の実施の形態の変形例となる第
３の実施の形態を示している。図１１に示す第３の実施の形態の右側凸形摺接部７２Ｂお
よび左側凸形摺接部７６Ｂの形状は、第１の実施の形態の右側凸形摺接部７２および左側
凸形摺接部７６の形状と比較して、突き出される鋭利さを鋭くしている点で相違する。こ
れら尖った右接触端部７３Ｂと左接触端部７７Ｂとは、平面形状をなす摺接内周面８０に
対して、面で接触するのではなく点で接触して移動軌跡を線状とする。このように構成し
た場合には、上記した第１の実施の形態の右側凸形摺接部７２および左側凸形摺接部７６
の形状と比較して周囲のクリアランスを大きくすることができる。したがって、切り粉な
どの粉塵の抜け出すスペースを拡大できる点で有利である。このほか、このように構成さ
れる第３の実施の形態のトリガスイッチ３０Ｂにあっても、上記した第１の実施の形態の
トリガスイッチ３０と同様の略作用効果を奏することができる。
【００４５】
［第４の実施の形態］
　図１２の断面図にて示すトリガスイッチ３０Ｃは、第２の実施の形態の変形例となる第
４の実施の形態を示している。図１２に示す第４の実施の形態の右側凸形摺接部８２Ｃお
よび左側凸形摺接部８６Ｃの形状は、第２の実施の形態の右側凸形摺接部８２Ａおよび左
側凸形摺接部８６Ａの形状と比較して、突き出される鋭利さを鋭くしている点で相違する
。これら尖った右接触端部８３Ｃと左接触端部８７Ｃとは、平面形状をなす摺接外周面７
０に対して、面で接触するのではなく点で接触して移動軌跡を線状とする。このように構
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成した場合には、上記した第２の実施の形態の右側凸形摺接部８２Ａおよび左側凸形摺接
部８６Ａの形状と比較して周囲のクリアランスを大きくすることができる。したがって、
切り粉などの粉塵の抜け出すスペースを拡大できる点で有利である。このほか、このよう
に構成される第４の実施の形態のトリガスイッチ３０Ｃにあっても、上記した第１の実施
の形態のトリガスイッチ３０と同様の略作用効果を奏することができる。
【００４６】
［第５の実施の形態］
　図１３の断面図にて示すトリガスイッチ３０Ｄは、第１の実施の形態の変形例となる第
５の実施の形態を示している。図１３に示す第５の実施の形態の右側凸形摺接部７２Ｄお
よび左側凸形摺接部７６Ｄの形状は、第１の実施の形態の右側凸形摺接部７２および左側
凸形摺接部７６の形状と比較して、当たり面が円弧形状を有して形成されている点で相違
する。これら円弧形状の右接触端部７３Ｄと左接触端部７７Ｄとは、平面形状をなす摺接
内周面８０に対して、面で接触するのではなく点で接触して移動軌跡を線状とする。この
ように構成した場合には、上記した第１の実施の形態の右側凸形摺接部７２および左側凸
形摺接部７６の形状と比較して当たり面が受ける当接力を円弧方向で分散し易くすること
ができて、摺接させるための剛性を確保できる点で有利である。このほか、このように構
成される第５の実施の形態のトリガスイッチ３０Ｄにあっても、上記した第１の実施の形
態のトリガスイッチ３０と同様の略作用効果を奏することができる。
【００４７】
［第６の実施の形態］
　図１４の断面図にて示すトリガスイッチ３０Ｅは、第２の実施の形態の変形例となる第
６の実施の形態を示している。図１４に示す第６の実施の形態の右側凸形摺接部８２Ｅお
よび左側凸形摺接部８６Ｅの形状は、第２の実施の形態の右側凸形摺接部８２Ａおよび左
側凸形摺接部８６Ａの形状と比較して、当たり面が円弧形状を有して形成されている点で
相違する。これら円弧形状の右接触端部８３Ｅと左接触端部８７Ｅとは、平面形状をなす
摺接外周面７０に対して、面で接触するのではなく点で接触して移動軌跡を線状とする。
このように構成した場合には、上記した第２の実施の形態の右側凸形摺接部８２Ａおよび
左側凸形摺接部８６Ａの形状と比較して当たり面が受ける当接力を円弧方向で分散し易く
することができて、摺接させるための剛性を確保できる点で有利である。このほか、この
ように構成される第６の実施の形態のトリガスイッチ３０Ｅにあっても、上記した第１の
実施の形態のトリガスイッチ３０と同様の略作用効果を奏することができる。
【００４８】
［第７の実施の形態］
　図１５の断面図にて示すトリガスイッチ３０Ｆは、第５の実施の形態の変形例となる第
７の実施の形態を示している。図１５に示す第７の実施の形態の右側凸形摺接部７２Ｆお
よび左側凸形摺接部７６Ｆの形状は、第５の実施の形態の右側凸形摺接部７２Ｄおよび左
側凸形摺接部７６Ｄの形状と比較して、当たり面の円弧形状が小さくされている点で相違
する。これら小さい円弧形状の右接触端部７３Ｆと左接触端部７７Ｆとは、平面形状をな
す摺接内周面８０に対して、面で接触するのではなく点で接触して移動軌跡を線状とする
。このように構成した場合には、上記した第５の実施の形態の右側凸形摺接部７２Ｄおよ
び左側凸形摺接部７６Ｄの形状と比較して周囲のクリアランスを大きくすることができる
。したがって、切り粉などの粉塵の抜け出すスペースを拡大できる点で有利である。この
ほか、このように構成される第７の実施の形態のトリガスイッチ３０Ｆにあっても、上記
した第１の実施の形態のトリガスイッチ３０と同様の略作用効果を奏することができる。
【００４９】
［第８の実施の形態］
　図１６の断面図にて示すトリガスイッチ３０Ｇは、第６の実施の形態の変形例となる第
８の実施の形態を示している。図１６に示す第８の実施の形態の右側凸形摺接部８２Ｇお
よび左側凸形摺接部８６Ｇの形状は、第６の実施の形態の右側凸形摺接部８２Ｅおよび左
側凸形摺接部８６Ｅの形状と比較して、当たり面の円弧形状が小さくされている点で相違
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する。これら小さい円弧形状の右接触端部８３Ｇと左接触端部８７Ｇとは、平面形状をな
す摺接外周面７０に対して、面で接触するのではなく点で接触して移動軌跡を線状とする
。このように構成した場合には、上記した第６の実施の形態の右側凸形摺接部８２Ｅおよ
び左側凸形摺接部８６Ｅの形状と比較して周囲のクリアランスを大きくすることができる
。したがって、切り粉などの粉塵の抜け出すスペースを拡大できる点で有利である。この
ほか、このように構成される第８の実施の形態のトリガスイッチ３０Ｇにあっても、上記
した第１の実施の形態のトリガスイッチ３０と同様の略作用効果を奏することができる。
【００５０】
［第９の実施の形態］
　図１７の断面図にて示すトリガスイッチ３０Ｈは、第１の実施の形態の変形例となる第
９の実施の形態を示している。図１７に示す第９の実施の形態の右側凸形摺接部７２Ｈお
よび左側凸形摺接部７６Ｈの形状は、第１の実施の形態の右側凸形摺接部７２および左側
凸形摺接部７６の形状と比較して、上側に偏って傾斜する傾斜面を有している点で相違す
る。これら傾斜する上端の右接触端部７３Ｈと左接触端部７７Ｈとは、平面形状をなす摺
接内周面８０に対して、面で接触するのではなく点で接触して移動軌跡を線状とする。こ
のように構成した場合には、上記した第１の実施の形態の右側凸形摺接部７２および左側
凸形摺接部７６の形状と比較して周囲の下側のクリアランスを大きくすることができる。
したがって、切り粉などの粉塵の抜け出すスペースを下に溜まらせるように拡大できる点
で有利である。このほか、このように構成される第９の実施の形態のトリガスイッチ３０
Ｈにあっても、上記した第１の実施の形態のトリガスイッチ３０と同様の略作用効果を奏
することができる。
【００５１】
［第１０の実施の形態］
　図１８の断面図にて示すトリガスイッチ３０Ｉは、第２の実施の形態の変形例となる第
１０の実施の形態を示している。図１８に示す第１０の実施の形態の右側凸形摺接部８２
Ｉおよび左側凸形摺接部８６Ｉの形状は、第２の実施の形態の右側凸形摺接部８２Ａおよ
び左側凸形摺接部８６Ａの形状と比較して、上側に偏って傾斜する傾斜面を有している点
で相違する。これら傾斜する上端の右接触端部８３Ｉと左接触端部８７Ｉとは、平面形状
をなす摺接外周面７０に対して、面で接触するのではなく点で接触して移動軌跡を線状と
する。このように構成した場合には、上記した第２の実施の形態の右側凸形摺接部８２Ａ
および左側凸形摺接部８６Ａの形状と比較して周囲の下側のクリアランスを大きくするこ
とができる。したがって、切り粉などの粉塵の抜け出すスペースを下に溜まらせるように
拡大できる点で有利である。このほか、このように構成される第１０の実施の形態のトリ
ガスイッチ３０Ｉにあっても、上記した第１の実施の形態のトリガスイッチ３０と同様の
略作用効果を奏することができる。
【００５２】
［第１１の実施の形態］
　図１９の断面図にて示すトリガスイッチ３０Ｊは、第９の実施の形態の変形例となる第
１１の実施の形態を示している。図１９に示す第１１の実施の形態の右側凸形摺接部７２
Ｊおよび左側凸形摺接部７６Ｊの形状は、第９の実施の形態の右側凸形摺接部７２Ｈおよ
び左側凸形摺接部７６Ｈの形状と比較して、下側のクリアランスを更に大きくしている点
で相違する。これら傾斜する上端の右接触端部７３Ｊと左接触端部７７Ｊとは、平面形状
をなす摺接内周面８０に対して、面で接触するのではなく点で接触して移動軌跡を線状と
する。このように構成した場合には、上記した第９の実施の形態の右側凸形摺接部７２Ｈ
および左側凸形摺接部７６Ｈの形状と比較して周囲の下側のクリアランスが更に大きくな
っているので、切り粉などの粉塵の抜け出すスペースをより拡大できる点で有利である。
このほか、このように構成される第１１の実施の形態のトリガスイッチ３０Ｊにあっても
、上記した第１の実施の形態のトリガスイッチ３０と同様の略作用効果を奏することがで
きる。
【００５３】
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［第１２の実施の形態］
　図２０の断面図にて示すトリガスイッチ３０Ｋは、第８の実施の形態の変形例となる第
１２の実施の形態を示している。図２０に示す第１２の実施の形態では規制部材６１Ｋの
形状が相違する。この規制部材６１Ｋは、リベット部材５７に対して右側部分が削除され
る形状を有する。つまり、この規制部材６１Ｋは、リベット部材５７に対して右側部分を
空間周縁部５４の摺接内周面８０に摺接させることなく、リベット部材５７に対して左側
部分のみを空間周縁部５４の摺接内周面８０に摺接させるようになっている。このため、
第８の実施の形態と比較して右側凸形摺接部８２Ｇは設けられておらず、左側凸形摺接部
８６Ｋのみが設けられている。また、左側摺接内周面８５に設けられる左側凸形摺接部８
６Ｋも、図２０に示すように断面視右側に尖った凸をなす左接触端部８７Ａを有して形成
されている。このように構成した場合には、上記した第８の実施の形態の規制部材６１と
比較して簡素な構成とすることができる点で有利である。このほか、このように構成され
る第１２の実施の形態のトリガスイッチ３０Ｋにあっても、上記した第１の実施の形態の
トリガスイッチ３０と同様の略作用効果を奏することができる。
【００５４】
　なお、本発明に係る電動工具用トリガスイッチにあっては、上記した実施の形態に限定
されるものではなく、適宜箇所が変更されて構成されるものであってもよい。すなわち、
本発明に係る電動工具としては携帯式マルノコ１０に限定されることなく、ドライバドリ
ル等の適宜の電動工具を選択することができる。また、本発明に係るロック機構としても
、上記したロック機構４０に限定されることなく、適宜の構成を選択することができる。
つまり、本発明に係るロック機構は、引き操作部材の引き操作を規制する規制状態と引き
操作部材の引き操作を可能とする退避状態とに状態切替えされる規制部材を有する構成で
あればよいものである。また、本発明に係る凸形摺接部については、凸をなす形状を有し
て摺りながら接する範囲を狭小に設定するものであればよいものであり、上記した変形例
のように適宜の形状を選択することができる。
【符号の説明】
【００５５】
１０　携帯式マルノコ（電動工具）
１１　工具本体
１３　駆動部
１３０　モータハウジング
１５　電動モータ
１５１　フィールド
１５２　アーマチュア
１５５　モータ軸
１７　減速ギヤユニット
１８　出力軸
２０　ブレードケース
２１　ハンドル部
２３　メインハンドル部（本体ハンドル）
２３０　ハンドルハウジング
２３１　上側連接部
２３５　後側連接部
２５　サブグリップ部
２５０　グリップハウジング
２７　ベース
２９　電源コード
３０（３０Ａ，３０Ｂ，３０Ｃ，３０Ｄ，３０Ｅ，３０Ｆ，３０Ｇ，３０Ｈ，３０Ｉ，３
０Ｊ，３０Ｋ）　トリガスイッチ
３１　トリガスイッチ本体
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３２　スイッチ本体
３２０　スイッチハウジング
３２５　貫通部
３２７　フランジ体
３３　引き操作部材
３５　操作体
３５１　指掛かり部
３７　架状部
３７１　上面
４０　ロック機構
４１　押込み操作部
４２　操作体
４３　操作軸
４５　鉤形部
４７　コイルばね
４８　キャップカバー
４８７　内部壁
５１　ロック作用部
５２　空間構造部
５３　切欠き部
５３１　内部面
５４　空間周縁部
５４０　内周面
５５　収容開口部
５６　係止端部
５７　リベット部材
５７１　軸部
５７３　掛止フック部
５７５　抜け止め鍔部
５８　掛止孔
６１（６１Ｋ）　規制部材
６１０　外周面
６３　ガイド長孔
６６　段差凸部
６６１　段差面
６９　係止凹部
７０　摺接外周面
７１　右側摺接外周面
７２（７２Ｂ，７２Ｄ，７２Ｆ，７２Ｈ，７２Ｊ）　右側凸形摺接部
７３（７３Ｂ，７３Ｄ，７３Ｆ，７３Ｈ，７３Ｊ）　右接触端部
７５　左側摺接外周面
７６（７６Ｂ，７６Ｄ，７６Ｆ，７６Ｈ，７６Ｊ）　左側凸形摺接部
７７（７７Ｂ，７７Ｄ，７７Ｆ，７７Ｈ，７７Ｊ）　左接触端部
８０　摺接内周面
８１　右側摺接内周面
８２Ａ，８２Ｃ，８２Ｅ，８２Ｇ，８２Ｉ　右側凸形摺接部
８３Ａ，８３Ｃ，８３Ｅ，８３Ｇ，８３Ｉ　右接触端部
８５　左側摺接内周面
８６Ａ，８６Ｃ，８６Ｅ，８６Ｇ，８６Ｉ，８６Ｋ　左側凸形摺接部
８７Ａ，８７Ｃ，８７Ｅ，８７Ｇ，８７Ｉ，８７Ｋ　左接触端部
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